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地域年金展開事業の主な取り組み

◆公的年金制度の普及・啓発や国民年金保険料収納の向上等のため、関係機関との連携協力のもと『年金制度説
明会』や『年金セミナー』、『出張年金相談』等を実施します。

◆また、日本年金機構が取り組む公的年金制度の普及・啓発活動について、都道府県ごとに関係者や有識者から
なる『地域年金事業運営調整会議』を開催し、事業推進の意見や助言を伺います。

《本来の取組内容》

地域連携事業

・職員が自治体や民間企業、関係団体等に出向き、事務担当者や従業員向けの年金制度
説明会を実施。

・市区役所・町村役場の広報誌や行事等を通じ年金制度や日本年金機構が行う事業の周
知、ポスター・チラシの掲示や設置、配付の依頼等。

年金セミナー事業
・職員が、大学や専門学校、高校等に出向き、学生・生徒向けの年金セミナーを実施。
・大学での年金相談や学生納付特例制度の申請窓口の開設や、パンフレットの掲示や
設置、配付の依頼等。

地域相談事業
・年金事務所から遠方の地域住民や利便性などのニーズに応えるため、市区役所・町
村役場や大規模商業施設、イベント会場等で、出張年金相談や免除申請窓口を開設。

年金委員
活動支援事業

・年金委員を対象とした研修会の開催や、各種冊子・チラシ等、活動に役立つ情報を
提供。

地域年金事業
運営調整会議

・公的年金制度の普及・啓発等についての検討や年金事務所が行う事業への意見・助
言を行うため、学識経験者や関係機関等を委員として都道府県単位に設置。

１．地域年金展開事業の概要（2/2）
令和7年3月18日（火）

愛知県地域年金事業運営調整会議
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（１）デジタル化への積極的な対応

 日本年金機構では、お客様の利便性向上を図るため、事業所向け及び個人向けのオンラインサービスを提供しています。

 令和６年組織目標のひとつに「デジタル化への積極的な対応」を掲げ、オンラインサービスの推進に努めました。

２．令和６年度 地域年金展開事業の取組（1/3）

（令和6年3月～令和7年1月に拡充したオンラインサービス）

【事業所向け】

オンライン事業所年金情報サービスの機能拡充
・これまではGビズIDをお持ちの事業主の方のみサービスの
利用が可能でしたが、電子証明書をお持ちの事業主の方も
サービスの利用が可能になりました。また、社会保険労務
士の方も被保険者データの受け取りが可能になりました。
（令和7年1月）

社会保障協定の電子申請手続きに係る申請可能対象国の拡大
・社会保障協定に係る届書について、電子申請の対象を2か
国からすべての協定締結国（23か国）に拡大しました。
（令和7年1月）

【個人向け】

各種届書等の電子申請の利用開始
・国民年金保険料の口座振替に関する申出書等（令和6年3月）
・老齢年金請求書（令和6年6月・令和7年1月）
・年金生活者支援給付金請求書（令和7年1月）
・年金受取機関変更届（令和7年1月）

国民年金保険料の納付書によらない納付の利用再開
・納付書が手元になくても、ねんきんネットからインターネッ
トバンキング等を用いてPay-easy（ペイジー）納付ができる
サービスの利用が停止されていましたが、再開しました。
（令和6年8月）

ねんきんネットによるオンライン文書相談の開始（試行実施）
・電話や年金事務所窓口での相談が難しい、海外にお住まいの
方や身体等に障害がある方を対象に、ねんきんネットを使用
して相談を行うことを開始しました。（令和7年1月）

ねんきんネットの機能改善
・ねんきんネットを活用した年金相談の予約・ねんきん定期便
のお知らせ方法・年金見込み額試算画面の改善を行いました。
（令和7年1月）

① お客様サービスのオンライン化

令和7年3月18日（火）
愛知県地域年金事業運営調整会議

3



２．令和６年度 地域年金展開事業の取組（2/3）

③ 確定申告会場での取組

 確定申告会場において、「年金事務所によるマイナポータ
ル連携コーナー」を設置し、マイナポータルを経由したね
んきんネットの登録や、ねんきんネットで各種通知書の電
子送付登録に係る利用促進を行いました。

 マイナポータル連携を利用したｅ-Ｔａｘは、納税者の方々
の確定申告手続きの簡便化やオンライン手続きの推進に資
することから、税務署においても利用拡大に努めています。

 今後も税務署と協力し、オンラインサービスの利用促進に
取り組んで参ります。

② 税務署へのオンラインサービスのリーフレット設置依頼

 令和6年8月に名古屋国税局を通して、愛知県内の税務署
に、個人向けオンラインサービスの利用促進のための
リーフレットの設置を依頼しました。

 愛知県内の20税務署に2種類のリーフレットを設置してい
ただきました。

（マイナポータル連携コーナーの様子）

（オンラインサービスのリーフレット）

令和7年3月18日（火）
愛知県地域年金事業運営調整会議

（写真の掲載については、ご本人様の了承をいただいております。）
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２．令和６年度 地域年金展開事業の取組（3/3）

② 商業施設での出張年金相談会・チラシ配布の実施
 年金事務所では、11月の『ねんきん月間』における取組の一環として、商業施設での出張年金相談会を実施しました。

 開催当日は、商業施設の利用者等がのぼり旗を見かけて足を止め、年金相談会をご利用していました。

 街頭では、年金委員のご協力のもと、年金相談者や歩行者に『ねんきんネット』案内チラシを配布しました。

 また、愛知県内324店舗のスーパーマーケットに『ねんきんネット』案内チラシの配架のご協力もいただきました。

 引き続き、商業施設等のご協力をいただきながら、広く年金制度の周知等に取り組んでいきます。

① 年金セミナー・制度説明会の実施
 令和６年度においても、様々な形式による年金セミナーや制度説明会を開催し、開催方法の選択肢を広げています。

 オーソドックスな開催形式である訪問・対面型、受講者が講師とは別の会場で受講する非対面型、日本年金機構本部
が作成したDVDを視聴する動画視聴型の中から、教育機関や事業所等の環境やニーズに沿った形式により、年金セミ
ナー・制度説明会を開催しています。

（２）地域年金展開事業の主な取組

令和7年3月18日（火）
愛知県地域年金事業運営調整会議

③ 職場体験（インターンシップ）等の実施
 中学生が職場で働くことを通じて仕事を体験したり働く人々と接したりする学習活動『職場体験学習』や、高校生、

大学生が就業体験を行える制度『インターンシップ』について、その趣旨に鑑み、地域組織における連携の観点から
年金事務所においても協力しています。

 令和６年度は、熱田年金事務所では高校生の受入を、瀬戸年金事務所では中学生・高校生の受入を実施しました。

 体験した生徒からは『進路が決まっていなかったので、これを機に将来の仕事について考えることができた』『学ん
だことを将来に役立てていきたい』とのお手紙をいただきました。

 今後においても、地域組織との連携を進める取組の一環として、生徒・学生の受入を実施してまいります。
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（１）地域連携事業

 自治体・関係団体・民間企業等と協力連携し、各機関から要請があった場合、事務担当者向けの研修会や従業員向け
の年金制度説明会等を実施しています。

主な取組状況

① 市区町村担当者研修の実施（令和6年5月 4回開催 受講：延べ57市区町村）

 各年金事務所にて管轄の市区町村国民年金担当者に対する研修を随時、実施しております。

 令和6年5月には、愛知県内全市区町村の担当者を対象にWeb会議サービス（Microsoft Teams）を活用したオンライ
ンによる研修を実施しました。

 今後も市区町村との連携を深めるとともに、より市区町村職員への研修の充実を図ってまいります。

② （愛知県都市国民年金協議会主催）市区町村事務担当者説明会への講師派遣（令和6年11月開催 受講：43市区）

 愛知県都市国民年金協議会主催の説明会に名古屋西年金事務所及び大曽根年金事務所から講師を派遣し、事務経験の
浅い市役所担当者向けに、『国民年金事務（適用・保険料）について』『障害年金請求事例について』を説明しまし
た。

 受講者からは「事例を用いての研修はとても分かりやすかった」「障害年金について、様々な事例の説明が聞きた
かった」などのご意見をいただきました。

 今後も寄せられた意見をもとに、内容の充実を図ってまいります。

③ 公共職業安定所職員への研修の実施（令和7年1月及び2月開催 受講：合計76名）

 公共職業安定所の職員が業務を円滑に遂行するにあたって、社会保険制度に関する知識を一層深める必要があるため、
名古屋東公共職業安定所から研修の要請があり、「社会保険の基礎知識 及び 社会保険の応用知識」「年金と雇用
保険の調整について」に関する研修を実施しました。

 今後も正しい年金制度の知識や手続等の周知・普及のため、関係機関と連携して進めてまいります。

３．令和６年度 事業実施結果（中間報告）（1/8）
令和7年3月18日（火）

愛知県地域年金事業運営調整会議
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④ 企業等を対象とした年金制度説明会

 各年金事務所にて企業の社会保険事務担当者や従業
員等を対象とした説明会を開催しました。

 次のテーマを中心に説明会を実施しました。

①算定事務に関する説明

②短時間労働者適用拡大に関する説明

③育児休業に係る保険料免除等に関する説明

④事業所調査における指摘事項の多い事例に関する説明

⑤オンライン事業所年金情報サービスに関する説明

⑤ 関係団体との協力連携

 愛知県社会保険委員会連合会・愛知県社会保険協会が主催するシニアライフセミナーに講師を派遣し、老齢年金制
度の概要について講義を実施しました。

 希望すれば、本来の受給開始年齢より早い時期に受け取ることができる『繰上げ受給』や本来の受給開始年齢より
も遅い時期に受け取ることができる『繰下げ受給』を中心に、老後の生活の支えとなる年金の受給方法について説
明しました。

 アンケートの結果、81％の参加者から『理解できた』との回答をいただきました。

３．令和６年度 事業実施結果（中間報告）（2/8）

50～59歳
53％60～69歳

41％

（シニアライフセミナーの実施状況） （アンケート結果）（参加者の年齢構成）

開催日 会場 参加人数

令和6年10月16日 名古屋 54

令和6年10月18日 豊橋 43

令和6年10月22日 名古屋 55

令和6年10月24日 名古屋 49

合計 201

（愛知県における制度説明会の実施状況）

令和7年3月18日（火）
愛知県地域年金事業運営調整会議

大変わかりやすく
よく理解できた
14％

よく理解できた
24％まあまあ理解

できた
43％

その他
6％

その他
19％

対面型 非対面型 動画視聴型 対面型 非対面型

63回 59回 3回 1回 74回 61回 13回

（3,529人） （3,295人） （204人） （30人） （1,721人） （1,515人） （206人）

31回 30回 1回 0回 10回 10回 0回

（1,226人） （1,033人） （193人） （0人） （436人） （436人） （0人）

94回 89回 4回 1回 84回 71回 13回

（4,755人） （4,328人） （397人） （30人） （2,157人） （1,951人） （206人）

令和5年度実績（4月～3月）

内訳

合計

適用事業所

関係機関等

企業・団体 内訳

令和6年度実績（4月～1月）
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（２）年金セミナー事業

 将来の被保険者・受給権者である若年層に対する適切な年金知識の提供と理解を促進することを目的として、教育
機関のご協力のもと、公的年金制度の周知活動として『年金セミナー』を実施しています。

 年金セミナーの実施にあたって、開催形式、時間や内容につきましては、ご相談の上、ご要望に即した内容となる
よう工夫して取り組んでおります。

 今年度は、年金機構職員が講師として教育機関等へ赴く『対面型』以外に、Microsoft Teamsを使用する『非対面
型』や、日本年金機構で作成したDVDを使用する『動画視聴型』でも年金セミナーを受講していただきました。

 受講者からは、「老後のイメージが強かったが、障害年金や遺族年金があることを知った」「年金の必要性を知っ
た」などの声をいただきました。

 今後も年金セミナーの質の向上に向けて、学生・生徒と年齢が近い若手職員を中心にさまざまな研修を実施の上、
内容の充実を図り、教育機関等のニーズに対応した開催に努めてまいります。

３．令和６年度 事業実施結果（中間報告）（3/8）

年金セミナーの様子及びアンケート結果

A学校のアンケート結果

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても良い まあ良い どちらとも言えない あまり良くない 悪い 無回答

7.2％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

セミナー前

セミナー後

7.2％ 51.6％19.6％ 4.4％17.2％

52.0％11.6％ 27.6％

3.2％

3.6％

2.0％

年金のイメージ
障害年金についての年金セミナーを実施

『まあ良い』以上の評価は、セミナー前の26.8％から、セミ
ナー後は63.6％になりました。

令和7年3月18日（火）
愛知県地域年金事業運営調整会議

8



主な取組状況

３．令和６年度 事業実施結果（中間報告）（4/8）

（愛知県内における教育機関での年金セミナー実施状況）

（愛知県内における20歳到達者向けの年金セミナー（国民年金制度説明会）実施状況）

令和7年3月18日（火）
愛知県地域年金事業運営調整会議

対面型 非対面型 動画視聴型 対面型 非対面型 動画視聴型

4回 4回 0回 0回 1回 1回 0回 0回

（133人） （133人） （0人） （0人） （54人） （54人） （0人） （0人）

41回 34回 2回 5回 37回 35回 0回 2回

（3,278人） （1,897人） （21人） （1,360人） （2,092人） （1,994人） （0人） （98人）

21回 20回 0回 1回 15回 15回 0回 0回

（1,013人） （796人） （0人） （217人） （1,161人） （1,161人） （0人） （0人）

8回 8回 0回 0回 10回 10回 0回 0回

（160人） （160人） （0人） （0人） （278人） （278人） （0人） （0人）

74回 66回 2回 6回 63回 61回 0回 2回

（4,584人） （2,986人） （21人） （1,577人） （3,585人） （3,487人） （0人） （98人）

専修学校

高等学校

中学校

特別支援

学校他

合計

大学

短期大学

教育機関

令和6年度実績（4月～1月） 令和5年度実績（4月～3月）

内訳 内訳

対面型 非対面型 動画視聴型 対面型 非対面型 動画視聴型

187回 80回 103回 4回 77回 45回 32回 0回

（1,034人） （337人） （673人） （24人） （507人） （213人） （294人） （0人）

令和5年度実績（4月～3月）

内訳 内訳

20歳到達者

個人

令和6年度実績（4月～1月）
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（３）地域相談事業

 自治体や社会保険労務士会等と協力連携し、出張による年金相談を実施しています。

主な取組状況

① 市町村での出張年金相談

 年金事務所から遠方にお住まい等の理由により、年金事務所へお越しいただくことが困難なお客様のために、自治
体・愛知県社会保険労務士会の協力を得て、出張年金相談を開催しています。

 出張年金相談の開催日程については、年金機構ホームページ・広報誌等を活用し、周知・広報活動を実施していま
す。

３．令和６年度 事業実施結果（中間報告）（5/8）

（出張年金相談の実施状況）

令和7年3月18日（火）
愛知県地域年金事業運営調整会議
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回数 人数 回数 人数 回数 人数

津島市 10 116 12 145 9 110

愛西市 10 52 12 67 9 51

弥富市 20 123 24 169 20 142

あま市 3 16 4 19 3 14

豊明市 10 35 12 53 9 40

蒲郡市 40 507 46 628 38 516

岩倉市 5 55 6 66 5 58

犬山市 5 34 6 53 5 43

大口町 3 14 4 25 3 20

令和5年度実績（4月～3月）

再掲（4月～1月）

令和6年度実績

（4月～1月）
開催

市町村
回数 人数 回数 人数 回数 人数

扶桑市 4 26 4 29 4 29

長久手市 10 60 12 66 10 56

東海市 10 112 11 118 9 91

大府市 10 106 11 121 9 98

知多市 10 55 11 63 9 51

新城市 9 18 12 31 10 27

設楽町 3 8 3 10 3 10

西尾市 31 389 36 491 30 409

合計 193 1726 226 2154 185 1765

開催

市町村

令和6年度実績

（4月～1月）

令和5年度実績（4月～3月）

再掲（4月～1月）



② 一日合同行政相談所

■ 総務省行政評価局主催の『一日合同行政相談所』に参加し、年金相談を実施しました。

３．令和６年度 事業実施結果（中間報告）（6/8）

開催日時 場所 参加機関等

令和6年10月23日
10時～15時

【名古屋会場】
ナディアパーク

3階デザインホール

東海総合通信局 名古屋法務局

名古屋出入国在留管理局 東海財務局

愛知労働局 中部地方整備局

日本年金機構（大曽根年金事務所） 中部運輸局

愛知県（消費生活総合センター） 愛知県（県民相談・情報センター）

愛知県（女性相談センター） 愛知県警察（県警本部）

名古屋市 愛知県弁護士会

愛知県司法書士会 名古屋税理士会

愛知県行政書士会 愛知県社会保険労務士会

行政相談委員 中部管区行政評価局

令和6年10月16日
13時～16時

【豊田会場】
豊田市民文化会館

展示室A

名古屋法務局 愛知労働局

日本年金機構（豊田年金事務所） 中部地方整備局

愛知県（女性相談センター豊田加茂駐在室）

愛知県警察（豊田警察署） 豊田市

愛知県弁護士会 愛知県司法書士会

東海税理士会 愛知県行政書士会

愛知県社会保険労務士会 豊田市社会福祉協議会

行政相談委員 中部管区行政評価局

令和7年3月18日（火）
愛知県地域年金事業運営調整会議
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（４）年金委員活動支援事業

① 年金委員研修の開催

 主に職場と年金事務所を結ぶパイプ役でもある『職域型年金委員』
の方に対し、次のテーマを中心に制度周知を実施しました。

① 短時間労働者適用拡大に関する説明

② 育児休業に係る保険料免除等に関する説明

③ 事業所調査における指摘事項の多い事例に関する説明

④ オンラインサービスに関する説明 など

② 全国年金委員研修の開催

 令和６年11月11日、全国年金委員研修を開催しました。

 年金委員の皆さま方に、各年金事務所お集まりいただき、テレビ
会議システムを利用した研修に参加していただきました。

 研修終了後、各年金事務所にお集まりいただいた年金委員の皆さ
まと委員活動について意見交換を実施しました。

３．令和６年度 事業実施結果（中間報告）（7/8）

 年金委員活動の支援を目的として『職域型年金委員・地域型年金委員』を対象に、研修会を開催しています。
 毎年、多年にわたり年金事業の推進・発展のためにご尽力いただいた年金委員の功績をたたえる表彰式を開催していま
す。

（愛知県における年金委員研修の実施状況）

令和7年3月18日（火）
愛知県地域年金事業運営調整会議

再掲

（4月～1月）

52回 44回 40回

令和5年度実績

（4月～3月）令和6年度実績

（4月～1月）

12

研修カリキュラム

（講師：厚生労働省・日本年金機構本部）

（１）年金制度改正等について

（２）被用者保険の適用拡大

（３）オンラインサービスの推進

（４）国民年金に係る制度周知

（５）在職老齢年金

（６）扶養親族等申告書の電子申請



３．令和６年度 事業実施結果（中間報告）（8/8）

③ 愛知県地域型年金委員連絡会（愛知県連絡会）の開催

 地域型年金委員の組織的活動の活性化を目的として、愛知県内16年金事務所の地域型年金委員と
TV会議システムをつないで愛知県連絡会を実施し、今後の活動方針などについて、地域型年金
委員相互間の情報共有を行いました。（開催日：令和6年7月9日、11月22日）

 また、愛知県連絡会では、研修として上期は「オンラインサービスの推進」、下期は「在職老齢
年金及び老齢年金の繰上げ・繰下げ制度」について説明をしました。

 愛知県連絡会後は、各年金事務所単位で地区連絡会を開催し、意見交換を実施しました。

④ 年金委員への情報提供

 愛知県地域型年金委員の皆さまに、年４回『年金委員だよ
り』（春号・夏号・秋号・冬号）を大曽根年金事務所（地
域調整課）にて発行し、旬な情報をお届けしております。

 また、年金委員の活動に役立つ情報として、日本年金機構
ホームページ内でも年金に関するニュースやトピックスを
紹介しており、会社や地域などでの周知・案内をお願いし
ております。

⑤ 年金委員功労者表彰（年金委員大会）の実施

 令和6年11月12日、中電ホールにおいて、愛知県社会保険委員会連合会・全国健康保険協会愛知支部・日本年金機構の共催によ
る『愛知県年金委員・健康保険委員大会』を開催し、年金委員功労者表彰を実施しました。

（愛知県連絡会の様子）

（『年金委員だより』（春号）） （年金機構ホームページ内のトピックス）

令和7年3月18日（火）
愛知県地域年金事業運営調整会議

（写真の掲載については、ご本人様の了承をいただいております。）
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厚生労働大臣表彰 日本年金機構理事長表彰 日本年金機構理事表彰

1名 6名 13名

愛知県内の受賞者数



令和６年度『ねんきん月間』『年金の日』の取組方針

 日本年金機構では、厚生労働省と協力して毎年11月を『ねんきん月間』と位置付け、国民の皆さまに公的年金制度に対
する理解を深めていただくため、公的年金制度の周知・啓発活動を展開しています。

 11月30日（いいみらい）は、国民お一人お一人に『ねんきんネット』等を利用して、ご自身の年金記録や公的年金の
受給見込み額を確認していただき、高齢期の生活設計に思いを巡らしていただく『年金の日』としています。

主な取組状況

① 『ねんきん月間』『年金の日』の周知及び各年金事務所の取組

 年金委員・市区町村・関係機関等へチラシやポスター等を送付し、『ねんきん月間』『年金の日』の周知について協
力を依頼するとともに、各年金事務所において様々な取組を実施しました。

 各年金事務所の取組内容は下表のとおりです。

年金事務所 取組の一例

大曽根 商業施設で出張年金相談会を実施

中村 地域型年金委員への研修及び意見交換を実施

鶴舞 地域型年金委員との地区連絡会を実施

熱田 年金事務所で職場体験学習を実施

笠寺 社会保険事務担当者へ説明会を実施

昭和 職域型年金委員へ研修を実施

名古屋西 地域型年金委員へ研修及び意見交換を実施

名古屋北 職域型年金委員へ研修を実施

年金事務所 取組の一例

豊橋 社会福祉協議会職員向け年金制度説明会を実施

岡崎 高校生へ年金セミナーを実施

一宮 オンラインサービスに関する説明会を実施

瀬戸 年金事務所で職場体験学習を実施

半田 職域型年金委員へ研修を実施

豊川 高校生へ年金セミナーを実施

刈谷 職域型年金委員へ研修を実施

豊田 商業施設で出張年金相談会を実施

４．ねんきん月間及び年金の日の取組（1/2）
令和7年3月18日（火）

愛知県地域年金事業運営調整会議
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② 『わたしと年金』エッセイ募集

 ねんきん月間における取組の一環として、公的年金の大切さや意義を一緒に考えていくため、『わたしと年金』を
テーマにしたエッセイを平成22年度より募集しています。

 愛知県内の取組としては、県内の教育機関等に『エッセイ募集のＰＲポスター掲示』と『リーフレット配布』の協力
依頼を実施しました。

 年々、愛知県内では若年層である生徒・学生からの応募者数が増加しております。引き続き、応募者拡大のため、教
育機関や関係機関等へのＰＲを継続してまいります。

学校の先生へ感謝状をお渡ししました
（令和7年1月27日）

 エッセイを応募していただいた生徒の
在籍している愛知県内の学校に感謝状
をお渡ししました。

 また、来年度は年金セミナーの開催に
ついても協力をお願いしました。

対象 協力依頼実施数
（ ）内は愛知県内校数

大学 7校 （52校中）

高等学校 192校 （221校中）

中学校 307校 （434校中）

専修学校 36校 （170校中）

特別支援学校 5校 （44校中）

合計 547校 （921校中）

年度 一般
生徒
学生

合計

令和元年度 4名 4名 8名

令和２年度 2名 4名 6名

令和３年度 7名 14名 21名

令和４年度 1名 16名 17名

令和５年度 2名 29名 31名

令和６年度 0名 74名 74名

厚生労働
大臣賞

1名

日本年金機構
理事長賞

1名

優秀賞 4名

入選 5名

 愛知県内の協力依頼実施状況  愛知県内の応募者数（合計74名）  全国の受賞者数（11名） ＰＲポスター

４．ねんきん月間及び年金の日の取組（2/2）
令和7年3月18日（火）

愛知県地域年金事業運営調整会議

（写真の掲載については、ご本人様の了承をいただいております。） （写真の掲載については、ご本人様の了承をいただいております。）

（ ）数は愛知県HPより（令和6年5月1日現在）（令和6年度 全国応募総数：1,489件（うち学生は1,422件））
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５．前回会議の意見及び課題への対応

日付 意見・提案事項 対応状況

令和6年3月14日
第12回

運営調整会議

 国民年金の最終納付率について、納付率が低い『20歳
代後半から30歳代後半』の年齢層の納付率を引き上げ
なければ、最終納付率を引き上げていくのは難しい。

 一方、この年齢層は、SNS等の情報で判断していく年齢
層であるため、接触する機会がない。この年齢層とどの
ように接触していくかが今後の課題と思うので、年金機
構だけではなく、市町村など他機関と連携しつつ粘り強
い対応が必要と考える。

 学生などの若年者層に対しては年金セミナーにより、事業
所に対しては制度説明会により制度の周知を図っておりま
す。今後はさらにその資料や内容を充実させつつ、助言を
いただきながら、説明対象を広げていきたいと考えており
ます。

 そのなかで、ご意見のとおり、やはり当該年齢層への制度
周知は不足していると考えておりますので、ご意見を踏ま
え、今後の動きの検討材料として、広く地域年金展開事業
に取り組んでまいります。

 年金セミナーについて、高校生以上を対象に実施してい
るようだが、さらに若いうちから「社会保険とは、年金
とは」というところで小学生、中学生にも実施していく
べきではないか。

 他県においても小学生、中学生を対象とした年金セミナー
を実施していくべきとのご意見をいただいております。

 令和６年度は愛知県において、中学生を対象とした年金セ
ミナーを実施いたしました。

 今後とも、対象者の拡大に取り組んでまいります。

 特定技能制度の見直しにより、特定技能に伴う外国人の
受入れが２倍になるため、外国人に対して、年金制度と
どう接するか周知の上、加入につなげていくことが大き
なテーマになってくるのではないか。

 年金制度全般の説明用動画として、外国人向けに６か国語
の動画を作成しています。しかしながら、動画を視聴した
からといっても、加入、納付につながるのかは別の問題で
もあります。

 ご意見を参考に、外国人が今後増えていくということを認
識し取り組んでまいります。

令和7年3月18日（火）
愛知県地域年金事業運営調整会議

16



取
組
方
針

地 域 連 携 事 業

 自治体・関係団体・民間企業等と協力連携し、事務担当者向けの研修会や従業員向けの年金
制度説明会を実施する。

 年金制度や日本年金機構が行う事業について、市区役所・町役場の広報誌への掲載、行事等
でのＰＲ、ポスター・チラシ等の掲示、設置、配布の協力依頼等の周知活動を実施する。

年 金 セ ミ ナ ー 事 業

 教育機関等と協力連携し、これからの社会を担う学生などの若い世代に対して『年金セミ
ナー』を実施する。

 20歳を迎えられた国民年金の加入者へ『年金制度説明会』を実施する。

 ＰＴＡや教職員を対象とした年金セミナーについても関係機関にアプローチを行い、年金セ
ミナー対象者の拡充を図る。

地 域 相 談 事 業
 自治体や行政機関等と協力連携し、年金事務所から遠方の地域住民や利便性などのニーズに
応えるため、市区役所・町役場、大規模商業施設、イベント会場等において出張年金相談や
免除申請窓口を開設する。

年 金 委 員
活 動 支 援 事 業

 職域型・地域型年金委員への積極的な情報提供を行うとともに情報共有を図る。

地 域 年 金 事 業
運 営 調 整 会 議

 公的年金制度の普及・啓発等についての検討や年金事務所が行う事業への意見・助言を行う
ため、学識経験者や関係機関等を委員とした会議を開催する。

重
点
取
組

＜令和７年度に向けて＞

令和７年度も、引き続き、複雑化した年金制度をわかりやすく国民の皆さまに理解していただ
くため、お客様のニーズに応じた年金セミナー・年金制度説明会の開催、及び年金委員への積極
的な情報提供や情報共有などの支援事業に重点的に取り組んでまいります。

６．令和７年度 地域年金展開事業の方針
令和7年3月18日（火）

愛知県地域年金事業運営調整会議
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